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札幌大学教職員組合ニュース 

No.17 2021 年 2 月 3 日 札 幌 大 学 教 職 員 組 合 書 記 局  発 行  

組 合 事 務 室 は１号 館 ２階 １２１０です。 Ema i l ：su . t radeun ion@gma i l . com 

雇用環境を維持・改善するための組合活動は、 

「団結権（憲法２８条）」行使として保障される 
 

１月２７日に法人は理事会を開催し、そこで短大が令和３年度をもって募集停止する方向で必要な

対応を進めることを決定した。その情報を以下のように組合に文書で送ってきた。 

 

文書の最後には雇用問題に関して今後の不穏な動きを予告するような一文があるため、組合では内

部でこの文書を上部団体も含めて共有した。 
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その後、札幌学院大学教職員組合が１月２９日の組合ニュースにこの内容を掲載したため、週明け

の２月１日の午前、担当理事より書記長あてにメールが届き、メールには、法人が組合に「情報提供

した」内容が、札大組合からの提供によって札幌学院大学組合ニュースに掲載されており、このこと

が組合からの情報漏洩であるとして、「今後の女子短期大学部及び法人経営に関わる重大な内容であ

り、極めて重要な内部資料」を、「法人の了解なく外部に漏らしたことは、信義則に反する行為」とし

て、組合活動を「軽率な行為」と批判した。 

しかし、そもそも札幌大学教職員組合は法人の下部組織ではない。法人と対等の

関係に位置付けられる独立した団体である。しかも、教職員の雇用環境を守るという使命

をもって、情宣等の組合活動をしている。なおかつ、札幌大学教職員組合は、道内私立大学組合だけ

でなく、上部団体を通じて全国の国公立・私立大学組合ともネットワークを持っている。にもかかわ

らず、法人内部で決定した「極めて重要な内部資料」を、なぜ「マル秘」指定にすることもなく、組

合からの要求書や質問事項に対する回答書と同じ通常のオープンな体裁の文書形式で通知してくる

のか。これは、法人側の落ち度を組合へ責任転嫁したものである。教職員の待遇改善のため、法人の

働かせ方を批判してきた組合活動を、法人は「情報漏洩」として一段と弾圧を強めてきたものと理解

せざるを得ない。 

しかも、これまで法人は組合に対して「信義則に反する行為」を再三再四繰り返しており、「信義

則」そのものを破壊し続けてきたのは法人のほうである。にもかかわらず、組合活動に対して一方的

に「信義則に反する行為」と決め付けている。 

そこで、組合は２月２日、以下のような文書で組合の見解を理事長あてに提出した。 

２０２１年札労組－２ 

２０２１年２月２日 

学校法人札幌大学 

  理事長 荒川 裕生 様 

札幌大学教職員組合     

  執行委員長 佐藤 郁夫 

担当理事よりの令和３年２月 1 日付け書記長宛て「短大に関する情報提供の件」メールについて 

 

 ２月１日、担当理事より組合書記長宛てに「短大に関する情報提供の件」というメールが出され、

その中では、1 月２７日付け札大人第１５２号文書「女子短期大学部について（情報提供）」が札幌学

院大学組合ニュースに掲載されたことについて、組合が「情報漏洩」させたとしている。 

そうであるならば、文書には、法人内部で決定した「極めて重要な内部資料」の取り扱いについて

秘密事項であると明記すべきである。 

また、そもそも法人は労働協約の一方的破棄、令和２年８月５日の勤務延長教員の任用規程と支給

内規の一方的改定など、組合に対してこれまで「信義則に反する行為」を再三再四繰り返しているに

もかかわらず、上記メールで、本組合を「信義則に反する行為」を取ったとみなしているのは誠に遺

憾と言わざるを得ない。 

このような態度は、札幌大学の発展のために労使対等で協働を目指す共有使命を全く考慮していな

いことを露呈している。 

なお、札幌大学教職員組合は、当面は以後の要件全てを執行委員長と理事長間の署名・捺印または

サインによる公式な文書交換および団体交渉でのみ応対することとし、研究室等での接触には応じな

いこととする。 

以上 


